
令和 4 年度当初予算知事審査における主要な議論 

（危機管理防災部） 

■ 災害対応力強化推進費（B1）

知 事 シナリオの作成及び図上訓練はぜひ続けてほしい。その上

で、参加主体が限られている現状もあるので、今後はもっ

と広げてほしい。 

担当部局 了解した。 

知 事 専門家会議は県の取組に対する評価に加え、想定外の事態

が起こった時に、埼玉県に適した制度を助言等できるよう

にしてほしい。 

担当部局 了解した。 

■ 防災ヘリコプター整備事業（B21）

知 事 仮に同じ機種を複数保有することとすると、今後必要とな

る部品も一括して購入することにより、全体として安く調

達できるという可能性はあるか。 

担当部局 試算してみたが、機体数が少ないため、なかなかメリット

が出てこない。 



内線: 8132 (単位：千円)

令和 4年度予算見積調書 課室名: 危機管理課
担当名: 企画担当

説明事業

B1 災害対応力強化推進費 一般会
計

総務費 防災費 防災総務費 危機管理強化費
番号 事業名 会計 款 項 目

事 業
期 間

令和 3年度～ 根 拠
法 令

災害対策基本法 針路 災害・危機に強い埼玉の構築 SDGsｺﾞｰﾙ 11
分野施策 0101 危機管理・防災体制の再構築 SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ 11-b

01

１　事業概要 ５　事業説明
　危機や災害ごとに対処すべき具体的なシナリオを作成
し、図上訓練を繰り返すことで、専門的な知識や能力を
有する様々な官民の機関を連結させることにより、県の
災害対応力を強化する。

（１）シナリオ作成及び訓練実施 17,294千円
（２）専門家会議の設置  1,136千円

（１）事業内容・事業計画
ア シナリオ作成及び訓練実施　　　　　　　　　　　 17,294千円

危機や災害ごとに対処すべき具体的なシナリオを作成し、図上訓練を繰り返すことで、専門的な知識や能力を有
する様々な官民の機関を連結させることにより、県の災害対応力を強化する。

イ　専門家会議の設置　　　　　　　　　　　　　　　　1,136千円
自然科学、河川土木、地質学、医学、災害対策、危機管理等の専門家による会議を設置し、専門家からの助言を

シナリオ作成や図上訓練等の実施に反映させる。

（２）事業効果
平時から危機や災害を想定したシナリオ作成や図上訓練を実施することにより、災害時に関係機関と連携して迅速

　　かつ的確に事態に対処することができる。

（３）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
シナリオ作成や図上訓練の実施により、実動部隊（自衛隊、警察、消防）、ライフライン事業者（電気、ガス、水

　　道、通信、鉄道等）、災害時応援協定締結事業者などと平時から協力関係を構築する。

２　事業主体及び負担区分
　（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×4人=38,000千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

18,430 △4,031

前年額 22,461

決定額 18,430

22,461

― 危機管理防災部 B1 ―



災害・危機に強い埼玉の構築
危機管理・防災体制の再構築

説明事業

SDGsｺﾞｰﾙ 11
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ 11-1,11-2,11-3,11-4,11-5,11-6,11-7,11-a,11-b,11-c

事業名 会計 款 項

担当名:
課室名:令和 4年度予算見積調書 消防課

消防広域担当
8171 (単位：千円)

一般会
計

　9,500千円×2.9人＝27,550千円

防災ヘリコプター整備事業

令和 4年度～
令和 6年度

消防組織法第３０条 宣言項目根 拠
法 令

B21

番号

２　事業主体及び負担区分

0101
事 業
期 間

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

防災費

３　地方財政措置の状況
　緊急防災・減災事業債　　普通交付税（単位費用）

 充当率　　100%　 　（区分）包括算定経費
 交付税措置 70%  （細目）総務費

（細節）消防防災費

防災ヘリコプター整備事業

県　債

0

総務費

内線:
目

消防防災費

　本県で所有する防災ヘリコプター計３機のうち、あらかわ２号機については、運航開始後２０年が経過しており、有識
者へのヒアリング等を実施した結果、機体更新の時期を迎えている。
　したがって、引き続き県民の安心・安全を確保するため、新機体を購入する。
　新機体に係る今後のスケジュールについては、令和５年度に契約、令和６年度に代金の支払いを行うため、令和４年度
に新機体の仕様等検討委員会や入札の実施等を予定している。したがって、新機体の購入に係る業務を複数年度にわたり
実施するため、令和５年度から令和６年度にかけて債務負担行為を設定する。

５　事業説明
分野施策

01

予算額

― 危機管理防災部 B21 ―

財　　源　　内　　訳
前年との

対比

550

１　事業概要
　防災ヘリコプター（あらかわ２）の後継機を購入し、
災害出動体制の安定化を図る。

一般財源

前年額

決定額 2,838,550
債務負担行為（承認）

2,838,000

0




